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　世代間の問題というと従来は社会保障の問
題であったが、近年では雇用問題も若年層対
高年齢層といった世代間の対立構図で語られ
ることが多くなってきた。この背景には、高
年齢者雇用安定法によって65歳までの雇用確
保が事業主に義務付けられるようになった一
方で、若年層の就職難には改善の兆しがみら
れず、若年層の失業率が高止まりしていると
いう事情がある。2011年の「労働力調査年報」

（総務省統計局）によると、20 ～ 24歳と25 ～
29歳の年平均失業率はそれぞれ8.2％、7.1％
であったが、60 ～ 64歳の失業率は5.1％と若
年層より低い水準にとどまっている（図１）1。
　失業に悩む若年層の増加は、先進諸国に共
通してみられる現象でもある。たとえば米ニ
ューヨーク・タイムズは欧州の若年失業問題
を頻繁に取り上げており、その紙面では修士
号をもっていても就職できず、犬の散歩のア

ルバイトや親からの仕送りで生活するフラン
スの若者のエピソードが紹介されている2。
記事では「私たちの親世代はよかった。いま
の私が親世代の生活水準に到達することはと
ても難しい。」といった発言が引用されてい
るが、国名を隠せばそっくり日本の記事とい
っても通用しそうである。
　そこで本稿では、「世代」をキーワードに
雇用問題をとらえ、世代による差はなぜ生じ
るのか、労働市場において各世代は対立する
ものなのか、今後どのような方策が望まれる
のかという点について論じていきたい。

１．労働市場における世代効果
　前出の新聞記事は、就職機会や長期的な生
活水準という意味で世代による運・不運があ
りうることを示唆している。図２は、各世代
がライフサイクルの中で直面してきた労働市
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図１　若年層と高年齢層の失業率・就業率の推移

（資料）総務省統計局「労働力調査」
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い る が、 た と え ばGenda, Kondo and Ohta 
（2010）によると、日本で学卒時の失業率が高
い世代は無業になる確率が高い一方でフルタ
イム就業確率は低く、実質年収も低い。しか
もこの影響は学卒後10年以上を経ても続く。
とくに中卒・高卒の学歴層では卒業から10年
以上経過しても収入が改善する傾向がみられ
ないなど、深刻な状況が明らかにされている。
　一方、日本と対照的にアメリカでは、高学
歴層の方がネガティブな影響が持続する傾向
にあり、低学歴層の場合は卒業後3年以上経
過すると影響がほぼ消失する。また、学歴を
問わず学卒時の雇用情勢が及ぼす影響は日本
よりもアメリカのほうが大幅に小さい。カナ
ダについて同様の研究を行ったOreopoulos, 
Wachter and Heisz（2012）でも、卒業後8年
程度でネガティブな影響は消えると報告され
ている。
　それではなぜ日本ではこうした世代効果が
持続するのであろうか。
　前出Genda, Kondo and Ohta（2010）は、そ
の理由を高校経由の職業紹介システムと解雇
規制に求めている。日本では、いったん正社
員として採用した労働者の解雇は困難なので、
不況になると企業は優秀な労働者だけをごく
少数、選りすぐって採用するようになる。そ
の一方で、学校の職業紹介機能が重要な役割
を果たしてきた高卒者の就職では、その就職
ルートに乗れなかった者には生産性の低い労
働者というレッテルが貼られてしまう。しか
も本来もっとも訓練効果の高い若年期に無業
でいたり、非正規就業に就いていると、職業
訓練機会を逸してしまい、十分な人的資本蓄
積ができない。そのため、転職してより良い
就業機会を得ることも難しくなり、長期的に
低収入状態にとどまるようになるのである。
　つまり、社会に出る時期の運・不運がもた
らす影響はさまざまな国で観察されるものの、
それがいつまで持続するかどうかは、その国
独自の就職のあり方や労働市場制度によって
左右されることが分かる。

２．「労働の塊(lump of labor)」説の虚構
　つぎに、労働市場において世代は対立する
ものなのかという点について検討しよう。高
年齢者雇用安定法の改正を巡っては、「高齢
者就業を促進すると若者の仕事が奪われる」
という主張がしばしば出てくる。こうした主
張の多くは、仕事というものは一定数しかな
く、その仕事を労働者が奪い合っているとい

場の状況を示しているが、後の世代になるほ
ど、労働市場への入り口や働き盛りの時期に
高い失業率を経験していることが分かる。い
わゆる団塊の世代（1947 ～ 1949年生まれ）は
1945年生まれと1955年生まれの中間に位置す
るが、彼らは職業人生の大半を1 ～ 2％台の失
業率のもとで過ごすことができた幸運な世代
といえる。その一方で1975年生まれの世代は、
4％台の失業率の中で職業人生を送りつつあ
り、また、図には出ていないが、いまの高校
生や大学生は10％近い失業率の中で社会に出
ようとしている。
　こうした雇用情勢の違いが入職・離職パタ
ーンや収入といった面でそれぞれの世代に影
響を及ぼすであろうことは想像に難くない。
これは労働市場における世代効果（コーホー
ト効果）と言われるもので、たとえ同じ年齢・
性別・学歴であっても、学卒時に不況に見舞
われた世代はそうでない世代と比較して賃金
が低く、無業率は高く、しかもその影響が持
続する傾向が見られることが知られている。
　伝統的な新古典派経済理論では、不況など
の需要ショックは一時的なものとされ、労働
者の賃金やキャリア形成に持続的な影響を及
ぼすとは考えられてこなかった。年齢・性別・
学歴などの条件が同じ労働者の間で賃金格差
が生じているとしても、それは不況に見舞わ
れたという運・不運のせいではなく、個々人
の所得・余暇選好の違いや教育訓練に対する
選択の違いによってもたらされているとされ
てきたのである。しかし理論的な発展が進む
中で、不況が及ぼす持続的な影響に注目が集
まり、実証研究も蓄積されてきている。
　日本における世代効果の実証研究は太田・
玄田・近藤（2007）に要領よくまとめられて

図2　生年別失業率の推移：男子15−54歳

（出典）加藤久和 (2011)『世代間格差：人口減少社会を問い直す』（ちくま新書）
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う考え方に基づいており、これは「労働の塊
（lump of labor）」説と呼ばれている。派生
需要としての労働需要の性質を考えれば、「労
働の塊」説に現実妥当性がないことはわかる
のであるが、こうした考え方は、不況で人々
が雇用増について悲観的な見通しを持つ時期
にはとくに受け入れられやすいようである。
　実際に、1970 ～ 80年代の欧州で「労働の塊」
説を念頭に置いた施策が実施された経緯があ
る。たとえば1980年代のドイツでは55歳以上
に対する失業給付の受給要件が緩和されると
ともに所得代替率が引き上げられた。この
1980年代の改革は、失業率が上昇する中で「若
者に席を譲るため」に実施されたことが特徴
である。
　フランスでも1981年にモーロワ首相（当時）
が「あなたがたの息子や娘に職を与えるため
に早期退職を」と労働者に呼びかける演説を
行い、これを受けた1983年の年金改革では、
年金支給開始年齢が65歳から60歳まで引き下
げられた。
　しかし、これらの改革は結果的には若年失
業問題の解決策にはならなかった。さらに、
人口高齢化に伴う社会保障負担の増加から、
その後の欧州諸国の多くは年金支給開始年齢
引き上げへと舵を切ったのである。

３．高齢者就業と若年失業の本当の関係は？
　「労働の塊」説のもう一つの問題は、本来、
スキルや能力の点で多様であるはずの労働者
を、相互に取り換え可能な均質なものとして
とらえている点にある。しかし、若年層と高
年齢層は果たして労働力として代替的なので
あろうか。この点に関して、実証研究の成果
は一致していない。
　まず、筆者も参加した全米経済研究所

（NBER）の国際共同研究の研究成果では、
高齢者（55歳以上）の就業が増加しても、若
年層の失業率が上昇する傾向は観察されず、
中堅層（25 ～ 54歳）の雇用にもネガティブ
な影響は生じていない（Gruber and Wise 
ed. 2010）。すなわち、高齢労働者と若年労働
者はスキルや能力の点で異なっており、両者
の関係は代替的というよりも補完的であるこ
とが示唆される。この国際共同研究には、日
本、アメリカ、カナダに主要EU諸国を加え
た先進12カ国が参加しており、1970年代から
2007年頃までの各国データを用いて高齢者就
業と若年雇用の関係を検証している。その結
果、アメリカを除くすべての国では、景気循

環や年金制度改正がもたらす影響をコントロ
ールしたうえでも、高齢者就業率の上昇が若
年失業率を引き下げる、という一致した傾向
が観察されている3。また、高齢者就業率と
中堅層の就業率がパラレルに動く（正の相関
関係にある）という点でも、一致した結果が
得られている。
　その一方で、日本の高齢労働者と若年層は
代替関係にあるとする研究もある。三谷

（2001）は、労働力を年齢階層別にグループ
化した上で生産関数の推定を行い、55歳以上
の男性雇用者は他の労働力と量的な代替関係
にあると報告している。この分析結果に基づ
き、三谷は定年延長などで55歳以上の男性雇
用者が増加すると、若年層の賃金低下や雇用
抑制につながる可能性が高いと指摘してい
る。
　さらに、より最近の日本のデータを用いた
太田（2012）は、高齢者就業の増加が若年層
の雇用を抑制する傾向が現れつつあると指摘
している。2004 ～ 2008年の『雇用動向調査』

（厚生労働省）を用いたこの研究では、55歳
以上の労働者に占める60歳以上の割合が上
昇すると、2006年以降は新卒を含めたパート
タイム労働者の採用が統計的に有意に抑制さ
れると報告している。また、高齢者比率が上
昇すると、新卒の一般採用も抑制される傾向
があり、とくに建設業では、高齢者と若年男
性の代替関係が明確にみられるとしている。
つまり、高年齢層と若年層は部分的に競合す
る関係になりつつあるということになる。

４．中高年層と若年層の雇用
　世代の視点から雇用問題を見る際には、高
齢層の一歩手前である中高年層と若年層の関
係も大きな論点となる。バブル崩壊以降の経
済低迷が続く中、中高年層の雇用が維持され
る一方で若年層の就業機会が抑制されたこと
は、今日までに多くの実証研究が明らかにし
ている。たとえば玄田（2001）および玄田

（2006）は、『雇用動向調査』（厚生労働省）
を用いて45歳以上の雇用者比率が高い事業
所ほど新卒採用や中途採用が抑制されている
ことを示し、これを中高年層による若年層の

「置換効果」と名付けた。関連する研究では、
労働組合のある企業や定年延長に取り組んで
いる企業ほど、置換効果が大きい（若年層の
採用が抑制される）ことが示されている。
　置換効果が存在する背景には、正社員の量
的調整が困難であることに加え、賃金プロフ
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ではないが、若年層の人的資本形成が今後の
経済成長の鍵となることを考えれば、世代間
の対立図式に陥ることなく、雇用政策におけ
る若年層と高齢層のバランスを達成すること
が望まれる。

ァイルの修正も速やかに行うことは困難だと
いう事情がある。前者に関連しては、解雇規
制が若年層へのしわよせをしているという批
判が多くある。結果的にそうなっている面が
あるのは否定できないが、一方で、企業側が
解雇規制にがんじがらめにされて、非合理な
選択を無理強いされてきたということも考え
にくい。企業側は雇用保蔵を行うことに一定
の合理性を見出していたはずであり、それは
中高年労働者のもつ技能、とくに企業特殊的
技能に求めることができよう。賃金プロファ
イルの修正についても、企業側と労働者が長
期的なコミットメントをすることにより人的
資本蓄積が促進されるとともに怠業防止・監
視費用の低減が可能となっている面があるわ
けで、ゆるやかな賃金調整プロセスにも合理
性はある（Lazear 1979）4。

５．雇用対策における若者と高齢者のバランスを
　過去40年間にわたる高齢者就業率の決定
要因を分析したOshio, Oishi and Shimizutani

（2011）は、高齢者就業率が年金制度改正によ
る給付水準の変化に非常に敏感に反応してき
たことを確認している。厚生年金の支給開始
年齢引き上げによって実質的な生涯年金給付
が削減される中、長期的には高齢者の就業率
は引き続き上昇していくものとみられる。少
子高齢化に伴い労働力人口が減少する日本
社会においては、高齢者就業の促進は社会的
な要請でもある。
　その一方で、今日の日本の労働市場を特徴
づけている規制や制度が、個々の経済主体の
合理的な判断に基づく行動と相まって、結果
的に若年層の就業機会を抑制していることも
看過できない。
　従来の雇用政策を振り返ると、高齢者雇用
対策は過去数十年にわたって年金制度改正と
リンケージを図りながら施策が次々と講じら
れるという、強固な政策パッケージとなって
いる。それと比較すると若年雇用対策の予算
規模は小さく、ノウハウの蓄積も浅く、教育
政策とのリンケージも十分とは言えない状況
にある。
　冒頭で述べたように若年失業対策にはどの
先進国も頭を悩ませており、決定打といえる
ような解決策を見出している国はない。所得
保障が前面に出てくる高齢者対策と異なり、
若者の場合はむしろ企業内外における教育訓
練機会の確保が最重要の課題となる。それだ
けに、単純に予算を増やせばよいというもの

1  岩手・宮城・福島県を除く結果。
2  “Young, Educated and Jobless in France” New 

York Times, Dec. 2, 2012. 
3  なお、アメリカについて補足すると、男性に限定

して分析するとその他の国々と同様に高齢者就
業率の上昇が若年失業率を引き下げるという結
果となる。つまり、過去30年間における女性労
働力の著しい増加が影響していることが分かる。

4  定年制の経済学的背景と定年延長の影響について
は川口（2012）が解説している。
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